様式第７号

病　院　使　用　許　可　申　請　書

年　　　月　　　日

北九州市長　様

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　年　　月　　日北九州市指令保健地第　　　号をもって許可された下記の施設が完成したので、医療法第２７条の規定により申請します。
	開

設

者
	住所又は主たる

事務所の所在地
	〒

　　　　　　(℡　　　　　　　　)
	開設の場所
	〒

　　　　　　　(℡　　　　　　　　)

	
	氏名又は名称
	
	施設の名称
	

	診療科目


	
	使用予定

年月日
	　　年　　月　　日

	使用しようとする

施　　　　　　設
	

	許可前

病床数


	　一　　　般　　　　室　　　床

療　　　養　　　　室　　　床

　精　　　神　　　　室　　　床

　結　　　核　　　　室　　　床

　感　染　症　　　　室　　　床

　合　　　計　　　　室　　　床
	許可後

病床数


	　一　　　般　　　　室　　　床

療　　　養　　　　室　　　床

　精　　　神　　　　室　　　床

　結　　　核　　　　室　　　床

　感　染　症　　　　室　　　床

　合　　　計　　　　室　　　床

	備　考
	


添付書類

　１　使用しようとする構造設備の平面図（開設許可又は開設許可事項の変更許可申請時に提出している場合は不要。ただし、部分的に使用する個所がある場合は、平面図を添付して使用個所を示すこと）。

　２　開設許可後の使用許可申請においては、開設許可時から法定医療従事者に変更がある場合は医療従事者の名簿及び免許証の提示（保健所受付時に確認）又はその写しの添付（原本照合不要）。

　３　自主検査による場合は、自主検査結果の届出書及び自主検査結果表（別紙７）を添付。

別紙７-１

自主検査結果届出書

　　年　　月　　日付の使用許可申請に伴う自主検査については、下記のとおり実施しましたので届け出ます。

	医療施設名
	

	自主検査
実施者
	氏　名
	
	
	

	
	所　属

（役職等）
	
	
	

	自主検査実施年月日
	

	自主検査実施項目

及び検査結果
	別添「自主検査結果表」のとおり

	上記のとおり、検査対象となる構造設備が医療法第７条第１項若しくは第２項の許可又は医療法第８条若しくは医療法施行令第４条第３項の届出に係る内容と相違なく、かつ、必要な基準を満たし、実際に使用可能な状態にあることを確認しました。

　　年　　月　　日

管 理 者　　　　　　　　　　　　
（院長）




· 「自主検査結果表」については、次の場合は省略できる。

１　医療法及び医療法施行規則において規定される構造設備基準に抵触する可能性がな

い範囲で行う場合

２　開設者が変更されることに伴い、形式的に新規開設となる場合であって、何ら実質

的な変更を生じない場合

自主検査結果表（病院・診療所）

	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	各科専門の診察室


	
	
	法２１

則２０
	診療科ごとに設置。

ただし、１人の医師が同時に２以上の診療科の診療に当たる場合等は、同一の室を使用可能。
	適・否

	手術室

（構造設備基準に影響しない軽微な変更に限る。）
	
	
	法２１

則２０
	なるべく準備室を附設しじんあいの入らない構造であること。

内壁全部を不浸透質のもので覆うこと。

適当な暖房及び照明の設備を有すること。

滅菌手洗いの設備を附属して有すること。
	適・否

	処置室

（処置が行われる室すべて該当。ナースステーションも含む。）
	
	
	法２１

則２０
	なるべく診療科ごとに設置。

ただし、場合により２以上の診療科での兼用又は診察室との兼用も可能。
	適・否

	臨床検査施設

（化学・細菌・病理の検査施設、生理学的検査施設などを含め、臨床検査が行われる施設すべて該当。）
	
	
	法２１

法２２

法２２の２

則２０

則２１の５
	喀痰、血液、尿、ふん便等について通常行われる臨床検査のできるものである。

実情に応じて適当な構造設備を有する。
	適・否

	ＭＲＩ検査施設


	
	
	
	磁力線の防護措置の設置（高周波利用設備許可状）

安全確保のための注意標識等の掲示（患者用注意事項・ペースメーカー埋込者等の立入禁止）

金属探知機・酸素モニター等を有する。

撮像室の使用備品の防磁処理
	適・否



自主検査結果表（病院・診療所）
	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	エックス線装置


	
	
	法２１

則２０
	開設許可申請又は変更許可申請時添付用の別紙のとおり。

備付届又は変更届のとおり。
	適・否

	放射線に関する構造設備

（構造設備基準に影響しない軽微な変更に限る。）
	
	
	法２３

則１６

則２４から

則３０の２７
	開設許可申請又は変更許可申請時添付用の別紙のとおり。

備付届又は変更届のとおり。
	適・否

	調剤所

（小分け等の調剤を行う場合は薬品庫であっても対象）
	
	
	法２１

則１６
	採光及び換気を十分にし、かつ、清潔を保つこと。

冷暗所を設けること。

感量10ﾐﾘｸﾞﾗﾑのてんびん及び500ﾐﾘｸﾞﾗﾑの上皿てんびんその他調剤に必要な器具を備えること。
	適・否

	消毒施設

（中央材料室も含む）


	
	
	法２１

則２１
	蒸気、ガス若しくは薬品を用い又はその他の方法により入院患者及び職員の被服、寝具等の消毒が可能。
	適・否

	洗濯施設


	
	
	法２１

則２１
	患者の使用する寝具類等の洗濯が可能。
	適・否

	診療の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備
	
	
	法２３

則１６
	危害防止上必要な措置が講じられている。
	適・否



自主検査結果表（病院・診療所）
	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	機能訓練室

（療養病床を有する施設）
	
	
	法２１

則２０

則２１の３


	病院：４０㎡以上（内法）

診療所：機能訓練を行うための十分な広さ

必要な器械及び器具を設置（訓練マットとその付属品・姿勢矯正用鏡・車椅子・各種杖・角度計、握力計等の測定用具など）
	適・否

	談話室

（療養病床を有する施設）
	
	
	法２１

則２１

則２１の４
	入院患者同士や入院患者とその家族が談話を楽しめる広さを有する。

患者の利用に支障がなければ、食堂と兼用も可。
	適・否

	食堂

（療養病床を有する施設）
	
	
	法２１

則２１

則２１の４
	療養病床の入院患者１人につき１㎡以上（内法）
	適・否

	浴室（シャワー室）

（療養病床を有する施設）
	
	
	法２１

則２１

則２１の４
	身体の不自由な者が入浴するのに適したもの。

（特殊浴槽又はその他必要な工夫を施したもの。）

診療所にあってはシャワー室でも可
	適・否

	給食施設
	
	
	法２１

則２０
	入院患者すべてに給食することができる。

調理室の床は耐水材料をもって洗浄及び排水又は清掃に便利な構造である。

食器の消毒設備を設けている。
	適・否

	避難階段
	
	
	法２３

則１６
	３階以上の階に病室がある場合は、避難に支障がないように２以上設置。ただし、患者の使用する屋内の直通階段が建築基準法施行令に規定する避難階段としての構造とする場合は兼用可。
	適・否



自主検査結果表（病院・診療所）
	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	病室

（構造設備基準に影響しない軽微な変更に限る。）


	
	
	法２３

則１６
	床面積、採光面積、開放面積等に変更がない。

精神病室、感染症病室、結核病室に関する必要な措置についても変更がない。

清潔であり、衛生上、防火上及び保安上安全である。
	適・否

	
	集中治療室
	
	
	法２２

法２２の２

則２１の５

則２２の３
	構造設備基準について変更がない。
	適・否

	
	無菌状態の維持された病室


	
	
	法２２の２

則２２の４
	構造設備基準について変更がない。
	適・否

	機械換気設備


	
	
	法２３

則１６
	感染症病室、結核病室又は病理細菌検査室の空気が風道を通じて病院又は診療所の他の部分へ流入しない。
	適・否

	消毒設備
	
	
	法２３

則１６
	感染症病室又は結核病室を有する場合は、必要な消毒設備を設置。（則第２１条第１項第１号の消毒施設とは異なる。）
	適・否



自主検査結果表（病院・診療所）
	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	患者の使用する屋内の直通階段
	
	
	法２３

則１６
	２階以上の階に病室がある場合は、患者の使用する屋内の直通階段を２以上設置。患者の使用するエレベーターが設置されている場合又は２階以上の各階における病室の床面積の合計がそれぞれ５０㎡（主要構造部が耐火構造であるか又は不燃材料で造られている建築物については１００㎡）以下の場合は１でも可。

階段及び踊場の幅：120cm以上　けあげ：20cm以下

踏面：24cm以上　手すりを設置

スロープ：1/8をこえない。（粗面、すべりにくい材料）
	適・否

	患者が使用する廊下

（すべて内法による測定とする。）
	
	
	法２３

則１６
	（病　院）

①療養病床、精神病床（規則第４３条の２に規定する病院を除く）の病室に面する廊下幅

　片側居室：1.8ｍ以上（既存建物より移行1.2ｍ以上）

　両側居室：2.7ｍ以上（既存建物より移行1.6ｍ以上）

②上記以外の廊下幅

　片側居室：1.8ｍ以上（既存1.2ｍ以上）

　両側居室：2.1ｍ以上（既存1.6ｍ以上）

（診療所）

①療養病床の病室に面する廊下幅

　片側居室：1.8ｍ以上（既存建物より移行1.2ｍ以上）

　両側居室：2.7ｍ以上（既存建物より移行1.6ｍ以上）

②上記以外の廊下幅

　片側居室：1.2ｍ以上　　両側居室：1.6ｍ以上
	適・否



自主検査結果表（病院・診療所）
	構造設備名
	位　　置

（図面番号）
	実際の名称及び概要

（１室ごと）
	根拠条文
	構　造　設　備　基　準
	検査結果

	分べん室


	
	
	法２１
	清潔であり、衛生上、防火上及び保安上安全である。
	適・否

	新生児入浴室


	
	
	法２１
	清潔であり、衛生上、防火上及び保安上安全である。
	適・否

	歯科技工室


	
	
	法２３

則１６
	防塵設備その他の必要な設備を設置。
	適・否

	防火上必要な設備


	
	
	法２３

則１６
	火気を使用する場合に設置。（消火設備、警報設備、避難設備）
	適・否

	消火用の機械又は器具


	
	
	法２３

則１６
	消火器、スプリンクラー等を設置。
	適・否



別紙７－２





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。





※法：医療法　則：医療法施行規則


※各施設は、準備室、前室等それぞれの構造設備に付随するものを含む。


※すべての構造設備について、衛生上、防火上及び保安上安全と認められるようなものであること。


※構造設備の基準については、建築基準法、消防法等の規定についても遵守していること。








